
福岡市拠点文化施設整備及び須崎公園再整備事業に係る事業者検討委員会に関

する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律（平成11年法律第117号。以下「法」という。）第２条第２項の特定

事業として福岡市が実施する福岡市拠点文化施設整備及び須崎公園再整備事

業（以下「事業」という。）に係る事業者検討委員会（以下「委員会」とい

う。）に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（委員の選任） 

第２条 委員の人数は９人以内とする。 

２ 委員は，専門的な知識又は経験を有する者その他市長が必要と認める者の

うちから，市長が委嘱する。 

（委員への委嘱事項） 

第３条 市長は，次に掲げる事項について，委員から意見を聴取する。 

(1) 法第５条の実施方針に関すること。

(2) 法第７条に規定する特定事業の選定に関すること。

(3) 法第８条に規定する民間事業者の選定に関すること。

(4) その他事業の推進に関し必要な事項に関すること。

（任期） 

第４条 委員の任期は，福岡市が法第７条の規定により選定した特定事業に係

る事業契約を締結した日までとする。補欠の委員の任期も同様とする。 

（委員会） 

第５条 市長は，委員の意見聴取を行うため，委員会を開催することができる。 

２ 利害関係人と判断された委員は，委員会に出席することができない。ただ

し，特別な事情が認められる場合は，この限りではない。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 委員会では，委員の互選により，委員長及び副委員長を選任する。 

２ 委員長は委員会を主宰する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は委員長が欠

けたときは，その職務を代理する。 

（守秘義務） 

第７条 委員は，その職務に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。



その職を退いた後も，また同様とする。 

（解嘱） 

第８条 市長は，やむを得ない事情があると認めるときは，委員を解嘱するこ

とができる。 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関して必要な事項は，

市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成 30年 12月 2日から施行する。 


